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令和６(2024)年度収支予算の補正（案）

資料１



【参考】栃木県地域公共交通活性化協議会規約（抄）
（予算及び決算）
第９条 協議会の収支予算は協議会の議決により定め、協議会の収支決算は監査委員の監査を経て協議会の承認を得なければならない。

令和６(2024)年度収支予算の補正（案）

当協議会では、前回協議会（書面）の承認を得て、今年度、国土交通省補助事業「共創･MaaS実証プロジェ
クト（モビリティ人材育成事業）」を実施
補助事業に必要な支払いにあたっては「振込手数料」が必要
「振込手数料」は補助対象外経費であるため、振込手数料６件分の歳入確保が必要
県庁内部での調整の結果、県負担が可能となったため、歳入予算及び歳出予算の補正を行おうとするもの

今回補正の趣旨



Tochigi Prefectural Government 

栃木県地域公共交通計画に掲げる施策の進捗状況

資料２



１ 栃木県地域公共交通計画

令和２年11月地域交通法の改正により「地域公共交通計画」の作成が地方公共団体の努力義務化
県内市町でも順次作成に向けた検討･協議が進められ、現時点で24市町（96％）と県で作成済み
市町･県では、それぞれの「地域公共交通計画」に掲げた目標達成のため、各種施策を展開中

栃木県域公共交通計画の策定 （令和６年３月）

県地域公共交通計画の策定に当たっての課題整理・目標設定

・県地域公共交通計画は、市町地域公共計画と整合を図りながら策定
・市町地域公共交通計画の記載事項を踏まえながら、県全体で目指すべき課題・目標・目標達成のための
施策を整理
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２ 計画の達成状況の評価

設定した目標ごとに達成状況を評価するための
「評価指標」及び「目標値」を設定

計画指標・目標値の設定

計画を着実に実行し、効果を得ていくための
ＰＤＣＡサイクルによる進捗管理を実施

計画の進捗管理



２ 計画の達成状況の評価



３ 令和６年度の主な取組事例

主な取組事例一覧（目標別）

公共交通ネットワークの維持・形成目標ⅰ

【新規】 ・芳賀・宇都宮LRTを基軸とした公共交通の利用促進による道路ｽﾄｯｸを有効活用する社会実験
【新規】 ・市町村生活交通路線運行費補助制度の抜本的な見直し
【新規】 ・交通事業者運行緊急支援 （第１期・第２期）
【新規】 ・バス運転体験会・会社説明会の開催支援

まちづくり等と連携した公共交通サービスの充実目標ⅱ

【新規】 ・地域交通に関するデジタル技術・データの活用に向けたGTFSデータ作成等に係る実践演習の実施
【新規】 ・日光地域におけるオフピーク観光の支援
【新規】 ・交通情報共有基盤の構築に向けた検討

各主体が共創した公共交通の運営維持目標ⅲ

【継続】 ・ 「とちぎの公共交通」の作成・公表
【新規】 ・国土交通省補助事業「共創・MaaS実証プロジェクト」を活用したモビリティ人材の育成
【新規】 ・市町勉強会の開催
【継続】 ・交通事業者等による無人自動運転移動サービスの県内バス路線への導入に向けた支援



３ 令和６年度の主な取組事例①

広域交通ネットワークの維持・形成、交通結節点の充実・強化を目標とし、端末交通とLRTとの連携を強化する取組
移動における公共交通の利用割合を増やし、交通混雑の緩和など、交通全体の利便性向上を図る

社会実験の内容
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・端末交通を充実させることで、移動における公共交通の分担率の増加
・周辺道路NWの交通混雑の緩和・旅行速度の増加等

Ｒ７ 実証実験の方向
（２次交通）

①近距離に対応した移動支援モビリティの検討
【実験対象】公民館等自宅近隣の交通結節点⇔トランジットセンター

②中・長距離に対応した安全運転システム搭載のカーシェアリングの検討
【実験対象】交通結節点間（芳賀ＴＣ⇔道の駅はが等）

（３次交通）
③芳賀町中心部を結ぶ南北方向の適した公共交通の検討

【実験対象】自宅近隣⇔交通結節点（道の駅はが）

１）限られた施設を有効に活用するのには、利用に適した交通モードが必要

２）高齢者の安全な移動を確保する交通手段が必要

３）芳賀町中心部を結ぶ南北方向の公共交通が必要

移動距離に応じたＰ＆Ｒの最適利用を
図り、限られた交通結節点を有効に活用

（民間プローブデータ調査・シェアサイクル社会実験の結果による）

（高齢者対象アンケートによる）

（芳賀町の公共交通の課題）

事業の概要

公共交通ネットワークの維持・形成目標ⅰ

施策1-3 交通結節点の充実・強化

取組名
芳賀・宇都宮LRTを基軸とした公共交通の利用促進（交通結節機能の高度化）による道路ストックを
有効活用する社会実験



公共交通ネットワークの維持・形成目標ⅰ

施策1-4 地域の実情に応じた財政的支援

取組名 市町村生活交通路線運行費補助制度の抜本的な見直し（収支率の撤廃等）

旧制度における課題、県版地域公共交通計画に掲げた目標の達成を踏まえた制度の抜本的見直しを実施

事業の概要

旧制度の状況と課題 見直しの考え方
補助制度見直しの内容

３ 令和６年度の主な取組事例②



公共交通ネットワークの維持・形成目標ⅰ

施策1-4 地域の実情に応じた財政的支援

取組名 交通事業者 (乗合バス、タクシー・貸切バス) 運行緊急支援 （第１期・第２期）

直近の燃料価格高騰の影響による交通事業者の経営上の負担増に対応するため、緊急的に支援金の支給を実施

事業の概要

緊急支援の内容

第１期（R6.10月～R7.2月） ※令和６年９月補正予算対応

燃料価格高騰に対応した支援金の補助実績 ３億6,600万円 第１期：１億7,871万円
第２期：１億8,729万円

第２期（R6.2月～3月） ※令和６年12月補正予算対応

３ 令和６年度の主な取組事例③



公共交通ネットワークの維持・形成目標ⅰ

施策1-5 公共交通に係る担い手確保に関する取組支援

取組名 バス運転体験会・会社説明会の開催支援

バス運転士不足の解消を目的に「バス運転体験･会社説明会（栃木県バス協会主催）」を実施
栃木県バス協会加盟７社、栃木運輸支局、栃木労働局等とも連携協力して開催
栃木県では、次の内容で後方支援
・栃木県_交通政策課 → 後援名義の使用承認
・栃木県地域公共交通活性化協議会 → 参加者募集に係るweb広告、運転士の労働環境改善に係るアンケート実施

事業の概要

バス運転体験会・会社説明会の内容

令和6 (2024) 年11月30日（土曜）
那須自動車学校（那須塩原市二区町352-7）
バス運転に興味があり、将来的にバス
会社に就職を希望する者

主催：県バス協会 後援：栃木県(栃木運輸支局、栃木労働局)

バス運転体験会：
教習車大型3両(MT)、マイクロバス1両(AT)を使用
して教習所内コースを走行体験 ※普通免許OK
合同企業説明会：

県バス協会加盟７社が企業ブースを設けて、会社の
業務説明、個別相談
労働環境改善アンケート：
バス運転士を目指すに当たっての不安等の意見を徴収

日 時
会 場

参加対象

実施主体

プログラム

【事業の狙い】
実際に大型バス・中型バスの運転を体験してもらうとともに、バス会社の事業
内容や労働環境に関する理解を深めてもらうことで、バス運転士という職業に
対する潜在的な不安を払拭し、将来的なバス運転士の確保を図る

説明会_会場

企業ブース① 企業ブース②

体験会待機所 教習所内コース

大型バス展示・内覧

３ 令和６年度の主な取組事例④



GTFSデータの作成等に関する取組の内容

地域の実情に応じた公共交通政策の企画立案にはデジタル技術やデータの活用が有効であり、その基盤となるGTFSデー
タの作成・更新、活用方法等に係る知識と基礎的技術を習得するとともに、県の役割を踏まえた利活用の方向性を検討

事業の概要

まちづくり等と連携した公共交通サービスの充実目標ⅱ

施策2-3 多文化・他地域と共生するための分かりやすい情報提供・発信

取組名 地域交通に関するデジタル技術・データの活用に向けたGTFSデータ作成等に係る実践演習の実施

QGISによる公共交通情報の見える化 ※県職員作成

・国土交通省補助事業を活用した実践演習を実施 ※詳細は後述

→ GTFSデータ作成等に関する知識と基礎的技術の習得）
→ 実践演習終了後、現在未整備の市町等に対しては、初めての作成

完了までを伴走支援 → 3市町が作成等完了
・QGISでGTFSデータを用いた路線図の見える化を実践
・Googleマイマップ（※無料ツール）によるバス路線の見える化を試作

R６年度 の取組

次年度 に向けた検討事項

・路線図とその他情報の紐づけの検討(マップ化のメリットを活かせる情報の拡大)

・民間バス事業者の保有するデータへの拡大の検討

【将来のイメージ】
・各運行主体によるGTFSデータの適切な更新(維持管理)と同一基盤への集約

・県内すべての公共交通ネットワークを１つの地図で分かりやすく表現できる

・利用者が自分好みに表示項目をカスタマイズできる
(路線の絞り込み、関連施設の表示など)

３ 令和６年度の主な取組事例⑤



観光周遊向上の取組の内容

奥日光地域の玄関口であるいろは坂における紅葉時期の渋滞解消を目指し、日光市が栃木県や東武グループと協働
し、観光施策と合わせて交通円滑化を図るプロジェクトを実施
平日またはオフピーク観光推奨や、ピーク時における公共交通機関利用推奨に係る取組などを実施

事業の概要

まちづくり等と連携した公共交通サービスの充実目標ⅱ

施策2-5 観光施策との連携

取組名 日光地域におけるオフピーク観光の支援

■平日またはオフピーク観光
■ピーク時における公共交通機関利用

プロジェクト概要

①主要駐車場混雑情報の発信
②急行バスの運行
③臨時特急列車の運行
④臨時夜行列車の運行

●公共交通 からの主な取組

①遊覧船増便、明智平ロープウエイ早朝運転
②観光ガイド等について平日や夜間に開催

●観光 からの主な取組

３ 令和６年度の主な取組事例⑥



交通情報共有基盤の構築に係る取組の内容

地域の実情に応じた公共交通政策の企画立案にはデジタル技術やデータの活用が有効であり、交通政策立案に向けた
分析への利活用、事務処理の効率化等に資する交通DXの実現等を目指すための検討を開始

事業の概要

まちづくり等と連携した公共交通サービスの充実目標ⅱ

施策2-6 新技術による公共交通施策の導入・活用

取組名 交通情報共有基盤の構築に向けた検討

【現場の実務】
・それぞれに異なる情報の取得・取扱方法
・紙媒体等を用いたアナログな事務処理
・各種資料の作成に多大な労力と時間 など

改善の余地

Google Looker Studioによる公共交通運行情報の見える化 ※県職員試作

【将来のイメージ】
・県内統一フォーマットによるデータの基盤化
→目的に応じた資料等の自動出力（会議、補助申請、進捗管理etc）

・EBPMによる（データに基づく）交通政策の企画立案

次年度 に向けた検討事項

・効率的なデータ収集方法、収集するデータの種類の検討
・民間バス事業者への拡大

・市町のデータに関する現状と課題についてアンケート調査
・統一規格によるデータ管理とオープンデータ化の検討
・交通政策立案に向けた分析ツールの検討

R６年度 の取組

３ 令和６年度の主な取組事例⑦



県全対のｻｰﾋﾞｽﾚﾍﾞﾙ_関係市町村_関係民間バス_関係鉄道_関係
平均駅間距離、可住地面積あたり
バス走行キロ、人口カバー状況、生
活交通に係る公費負担額（国・
県・市町村別）

市町村生活交通の系統情報、市
町村別の各種データ
（人口カバー率、1人1回利用当
たりの公費負担額、収支率など）

系統情報、事業者別の
各種データ（系統数、
輸送人員等） 等

路線ごとの起終点、運
行距離、駅数、平均駅
間距離、輸送人員 等

「とちぎの公共交通」の掲載内容

県内の公共交通サービスレベルや収支状況等をデータから整理し、目指すべき公共交通のあり方を考える基礎資料
として、令和５(2023)年度版を作成し、公表

事業の概要

各主体が共創した公共交通の運営維持目標ⅲ

施策3-3 関係者間の連携及び市町や交通事業者の取組への支援

取組名 「とちぎの公共交通」の作成・公表

県内公共交通のサービスレベルや収支状況を一元的に把握し、各地域の
目指すべき公共交通のあり方を考える ”基礎資料”

他（隣接・財政規模が
同等など）の市町村との

比較

年次ごとの推移を捉える
ことで初めて見えてくる
地域交通の現状

▼市町による自身の立ち位置の把握
▼公共交通政策の企画立案、地域公
共交通計画等の検討に係る基礎
データとしての活用 など

掲載データ

令和５(2023)データの主要な指標と動向
動向

指標№
令和元年度 ※ｺﾛﾅ前令和４年度（前年度比）

92.7%94.6% （＋0.3％)公共交通の人口カバー率１
22.8万人18.7万人（＋1.8万人)鉄道・バスの輸送人員２
23.6憶円28.5憶円（▲0.5憶円)生活交通への公費負担額３

【R５データのまとめ】
■毎年上昇していた人口カバー率は、
デマンド交通導入の落ち着きなど
により、ほぼ横ばい

■新型コロナの影響により減少して
いた輸送人員は、回復傾向が顕著

■公費負担額は、輸送人員の回復
(増加)により前年比から微減

３ 令和６年度の主な取組事例⑧



モビリティ人材育成事業の内容

地域交通の本質的課題に対応するための検討体制を構築するため、地域交通に関するデジタル技術やデータを利活
用できる人材の育成を目指し、セミナー・実践演習・職場体験会におけるアンケート等の取組を実施

事業の概要

各主体が共創した公共交通の運営維持目標ⅲ

施策3-3 関係者間の連携及び市町や交通事業者の取組への支援

取組名 国土交通省補助事業「共創・MaaS実証プロジェクト」を活用したモビリティ人材の育成

●事業主体 栃木県地域公共交通活性化協議会（事務局:栃木県交通政策課）
●事業詳細
①デジタル人材育成事業（３回：9/25、10/3、1/27）

デジタル技術の利活用に係るワークショップなどを行い、デジタル技術や公共交通データの十分な利活用による
定例業務の効率化を図ることのできる人材を育成

②公共交通戦略人材育成事業（３回：9/3、10/11、12/13）
地域交通に造詣の深い有識者によるセミナーなどを行い、EBPMによる戦略的な交通政策の企画・立案を
推進することのできる人材を育成

③現場労働環境改善人材育成事業（１回：11/30）
職場体験会を活用した調査などにより、公共交通の運行現場における問題点を抽出し、運転士の労務環境
を改善することのできる人材を育成

第2回実践演習の様子（1/27）
講師：（合）MoDip代表 諸星賢治氏

３ 令和６年度の主な取組事例⑨ その１



３ 令和６年度の主な取組事例⑨ その２

栃木県地域公共交通活性化協議会実施主体
県・市町の地域交通担当者、交通事業者ターゲット（参加者）
栃木県内全域事業実施地域
【実践演習】諸星賢治（合同会社MoDip）、伊藤浩之
（公共交通利用促進ネットワーク）、上條信治（株式
会社マップル）
【セミナー】伊藤昌毅（東京大学准教授）、森本章倫
（早稲田大学教授）、長田哲平（宇都宮大学准教授）、
中村文彦（東京大学特任教授） ※開催順

講師
（有識者、学識者等）

近年、県・市町の地域交通担当部局では、「人員不足」、「他業務兼任」
を理由とした人員・人材面でのリソース不足に陥っており、交通DX化の
取組はそれらの課題を認識しながらもほとんど進んでいない
地域交通に関するデータの利活用や分析ノウハウが未熟であることから、
単純業務に多大な時間を取られ、限られたリソースの有効活用、必要な公
共交通サービス水準の検討、国の施策に連動した取組など、地域交通の本
質的課題に対応するための検討体制が構築できていない

背景・お困りごと

実施内容

事業の基礎情報

実施による成果・効果

内容（参加人数）名称、開催日
GTFSデータに造詣の深い有識者を講師に迎え、
GTFSデータの作成･更新、データを活用した運行
情報・交通空白地の見える化等を実践（53名）

Webセミナー (9月25日)
第1回実践演習 (10月3日)
第2回実践演習 (1月27日)

交通政策･都市政策に精通する学識経験者を講師
として招聘し、地域交通政策へのデータ活用や他
分野との共創に関するセミナーを実施（245人）

第1回セミナー (9月3日)
第2回セミナー (10月11日)
第3回セミナー (12月13日)

運転士の労働環境改善に係るｱﾝｹｰﾄを実施（87人)職場体験会 (11月30日)

活動から得た効果名称
GTFSデータの適正な作成と維持管理、地域交通の課題抽
出・解決策の実践を通し、モビリティデータを単なる公共交通の
運行情報として活用するにとどめず、公共交通戦略の企画立案
へと発展させるための知識と技術を習得

実践演習
（ワークショップ）

栃木県内にも適用可能な他地域の先進的取組や成功事例な
どを紹介しながら、地域交通に関するデータの実践的な活用・分
析手法や見せ方、まちづくり等他分野との共創による戦略的な
公共交通政策の企画立案のプロセスや考え方を習得

セミナー

バス運転士の維持確保対策の企画立案に活用するため、現場
目線での有用な意見を収集

職場体験会

今後の事業展開
本事業の深化・高度化が必要と判断した人材育成については、テーマや内容を拡充し、県独自予算等により今年度同様の事業を実施
職場におけるOJT実施状況のモニタリング及び助言を行いながら、地域の実情やレベル感に応じたモビリティ人材育成の継続化と自立化を目指す

育成手法 ワークショップ フィールドワーク 実戦形式

概要・習得スキル：交通DX理解促進のための講義、公共交通デー
タの活用事例の紹介や公共交通データを見える化するための実践的
演習を通じて、公共交通データの効果的な分析手法、利活用に係る
デジタル技術の活用手法・データを根拠とするEBPMを活用した分
析手法、地域交通の実運行現場に係る課題抽出方法を習得
人材育成の内容・手法（延べ参加人数：385人）

概
要

工
夫
・重
要

ポ
イ
ン
ト

人
材
育
成
の
効
果

セ
ミ
ナ
ー
等
の
様
子

地域交通に関する基礎・応用の知識の習得に加え、現場の実務に落
とし込むための実践までを体験する人材育成プログラムを設定
実施主体事務局職員の実践演習等への積極的な参加により、必要な
知識と技術を習得し、次年度以降の本事業の継続化と自立化を推進

参加者の声：
これまでは外部委託に頼ってきたデータの分析
や維持管理を今後は組織内の人材育成で対
応できるかもしれない期待を持てるようになった。
通常業務の中では気付けないデータの効果的
な活用方法や他分野との共創の重要性を学
んだ。直面する地域交通の課題解決に向けた
政策立案の現場の実務に活かしていきたい。

実践演習の様子②実践演習の様子①

セミナーの様子① セミナーの様子②



市町勉強会の内容

県・市町の地域公共交通計画に掲げる取組等を着実に推進していくための「勉強会」を新設
初年度は、県計画目標に合わせた４つのテーマで、県・市町の担当者レベルでの対話（意見交換）を計４回実施

事業の概要

各主体が共創した公共交通の運営維持目標ⅲ

施策3-3 関係者間の連携及び市町や交通事業者の取組への支援

取組名 市町勉強会の開催

県・市町計画の推進に対するこれまでの課題感

1/23

10/29

1/23

10/29

３ 令和６年度の主な取組事例⑩



自動運転バスの実証実験等の内容

公共交通の担い手不足が進む中、地域の移動の足を確保していくため、県内バス路線への自動運転バスのレベル４
による本格運行を目指し、市町や交通事業者等が実施する自動運転バスの実証実験や導入に向けた検討を支援

事業の概要

各主体が共創した公共交通の運営維持目標ⅲ

施策3-4 公共交通の運営維持に向けた新技術の導入・活用

取組名 交通事業者等による無人自動運転移動サービスの県内バス路線への導入に向けた支援

･ 本事業の将来的な展開は、無人自動運転バスの
導入を希望する交通事業者や市町等への普及促進

･ 希望市町に対して自動運転導入に向けた基礎的な
検討を支援するアドバイザーを派遣

･ 実証実験に必要となる課題の整理や自動運転を活
用した解決方法の検討を支援

市町への自動運転アドバイザー派遣

下野市での自動運転バス実証実験

・自動運転社会実装推進事業の採択
（採択額：5,500万円）※補助率10/10の定額補助

・令和６年の実証実験は、次年度以降の自動運転
レベル４の運行に必要な技術検証、リスクアセ
スメント分析、社会受容性の醸成を目的に実施

【実証実験ルート図】

【検討資料（イメージ）】

３ 令和６年度の主な取組事例⑪
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次年度以降の取組方針

資料３



次年度以降の取組方針

今年度の県計画に掲げる施策の取組状況に応じて、次年度の取組方針を決定
目標達成に向けた「取り組めている」、「取り組めていない」、「新たに見えてきた課題
への対応」の３つに区分して今後の方針を検討

次年度以降の取組方針の設定方法

目標達成に向けた具体的な施策に

取り組めている

（取組状況の定量･定性のモニタリングを行いながら）

取組中の施策の継続

※モニタリングの状況によっては年度内であっても必要な見直しを実施

目標達成に向けた具体的な施策に

取り組めていない

（取組開始に向けた）

施策の検討 → 取組開始

※必要に応じて勉強会や部会などの活用も検討

令和６年度の施策展開の中で把握・整理した
「新たに見えてきた課題」への対応が必要



次年度以降の取組方針

公共交通ネットワーク関係

市町村生活交通路線運行費補助

制度の抜本的な見直し
芳賀町社会実験

（交通結節機能の高度化）

R６年度の施策

デジタル技術・データ関係

「とちぎの公共交通」作成･公表

（直近の運行情報の把握)
交通情報共有基盤の構築に向けた

検討

国土交通省補助事業を活用した

モビリティ人材の育成
市町勉強会の開催
奥日光地域オフピーク観光の支援
無人自動運転移動サービスの県内

バス路線への導入に向けた支援

新たに見えてきた課題

県計画が目指す公共交通ネットワークの

イメージ、幹･枝･葉のうち、葉の交通は
一旦整理できたが、枝（市町をまたぐ広
域交通ネットワーク）の交通については
考え方の整理が不十分
コロナ禍以降の利用者数の回復伸び悩み

（→コロナ禍前以上にはならない？）

特例措置(新型コロナ緩和や燃料価格高騰

緊急対策)廃止を見据えた検討が不十分
（→行政の支援を受けられない赤字路線の増加
による減便と廃止の可能性への対策が急務）

地域交通に関するデータの公共交通政策

の企画立案への活用が不十分
データ取得の即時性が低いため、事後対

応にならざるを得ないことが多い
民間交通事業者のデータ取得が不十分

（→データを利活用してできることはもっと
あるはず）

地域が抱える様々な課題の解決のために

は、多くの主体や多様な分野との共創が
必要不可欠なところ、共創を推進するた
めの体制構築のノウハウが不十分

（→ 「移動」は多くの人や分野にかかわること。
“自分ごと”として取り組んでもらうには？）

現場目線での効率的
なデータの取得・管理
から利活用までを考
えた交通情報共有基
盤の整備の方向性

広域交通ネットワーク
の新たな支援策・改
善策

多様な分野との共創
を実現するための取
組の更なる強化策

新たに検討を開始する
令和7年度の取組



次年度以降の取組方針

次年度以降のスケジュール（案）

【栃木県地域公共交通活性化協議会の開催（案）】

■第１回 令和７年７月以降 ・Ｒ７新たな取組に係る事業計画について
■第２回 令和８年３月 ・Ｒ７事業評価

・Ｒ８以降の取組方針
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生活交通対策部会における協議結果の報告

資料４



令和６年度に開催した生活交通対策部会の結果について

■生活交通対策部会設置要綱（※一部抜粋）

（協議結果）
第４条 生活交通対策部会の決定事項は、協議会の決議とすることができる。
２ 部会長は、生活交通対策部会において協議した結果を協議会に報告するものとする。

【参考】

■栃木県地域公共交通活性化協議会規約（※一部抜粋）

（会議）
第６条 協議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。
２ 協議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開き、議決をすることができない。
３ 協議会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。
４ 前３項の規定は、部会の会議において準用する。この場合において、第１項中「会長」とあるのは「部会長」、第２項及び
前項中「委員」とあるのは「委員（第５条第２項の規定により特別委員を置く場合にあっては、委員及び特別委員）」と読み
替えるものとする。

５ 協議会は、部会の決定事項を協議会の決議とすることができる。

協議会規約に基づき、協議会の下部組織である部会で協議をして決定した事項がある場合は、協議
会に報告することとなっている。
生活交通対策部会では、例年、国・県等への補助金申請に係るバス路線の指定に係る協議を実施、
年度末には県申請分の事業評価を行う。

栃木県地域公共交通活性化協議会への協議結果の報告



令和６年度に開催した生活交通対策部会の結果について

令和６年度_第1回部会（R6.6.12）

令和６年度_第2回部会（R6.9.3）

令和６年度_第3回部会（R7.1.12）

○議事
⑴令和７年度栃木県地域公共交通計画の認定申請について【承認】
⑵「とちぎの公共交通（令和５年版）」の発行等について【承認】

○議事
・栃木県生活バス路線の指定について【承認】

計画に基づく
国庫補助額（千円）

うち
みなし系統

運行
系統数事業者名

102,602325関東自動車株式会社

6,48501ジェイアールバス関東株式会社

1,99823日光交通株式会社

111,085529合計

【令和７年度申請の概要】

○結果概要
⑴関係交通事業者３社から地域間幹線系統 (国庫協調)に係る

補助申請計29系統についての説明を受け、審議し、承認された
⑵事務局から「とちぎの公共交通」のとりまとめ概要についての
説明を受け、発行について審議し、承認された

○議事
・地域公共交通確保維持改善事業の事業評価について【承認】

【関東自動車(株)事業概要】

○結果概要
・関係交通事業者３社から生活バス路線(県単独)に係る補助
申請計81系統についての説明を受け、審議し、承認された

○結果概要
・関係交通事業者３社から事業の概要･評価についての説明を

受け、部会の事業評価案について、審議し、承認された

【補助金の概要等】


